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 1 江田島市をとりまく社会潮流 
 

（1）人口減少・少子高齢化のさらなる進行 
［キーワード］ 

人口減少 / 少子化 / 高齢化 
 

日本の人口の推移（令和 5年版厚生労働白書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口ピラミッドの変化（令和 5年版厚生労働白書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 2020（令和 2）年の総人口は 1億 2,615万人 

⚫ 約 40年後である、2060（令和 42）年には、総人口が 1億人を割り込む 

⚫ 2020（令和 2）年の合計特殊出生率は 1.26※であり、依然として低い水準。 

 ※人口が増加・減少しない均衡した状態となる合計特殊出生率（人口置換水準）は 2.07 

⚫ 一方で、高齢化は年々上昇。2020（令和 2）年の高齢化率は 28.6％ 

⚫ 2070（令和 52）年には、高齢化率が約 4割に達する見込み。 

（2）ライフスタイル・価値観の変革と多様性の尊重 
［キーワード］ 

二地域居住 / 男女共同参画 / LGBTQ / 多様性・多文化共生社会 
 

東京圏における地方移住への関心（国土交通省資料） 

      （全年齢）                  （20歳代） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国二地域促進協議会の設立          令和モデルの実現に向けて 

（令和 5年版男女共同参画白書）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 新型コロナウイルス感染症や ICT技術の発展を契機として、人々の生き方にも変化が生じている。 

⚫ 都市住民の地方への関心も高まっており、都市部と地方部の 2つの住まい・生活拠点を設けて暮ら

す、「二地域居住」の考え方が注目されおり、地方の活性化や関係人口拡大が期待されている。 

⚫ 時代の変化に伴い、職業観、家庭観が大きく変化する中、女性の経済的自立や、仕事と家事・育児

の両立、希望に合った能力を最大限発揮して仕事ができる環境整備など、全ての人が希望に応じ

て家庭でも仕事でも活躍できる「令和モデル」の実現が推進されている。 

⚫ 2023 年（令和 5 年）の「LGBT 理解増進法」施行をはじめ、年齢、性別、国籍、性自認にかかわら

ない社会の実現が求められている。 
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（3）あらゆる産業・生活分野における DXの推進 
［キーワード］ 

DX（デジタルトランスフォーメーション） / society 5.0 / デジタル田園都市国家構想 
 

農業用ドローン        スマホアプリを活用した申請書作成と証明書発行 

（農林水産省資料）           （三重県志摩市、資料：総務省）   

 

 

 

 

 

 

 

デジタル田園都市国家構想の全体像（デジタル庁資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 我が国の社会経済の課題解決に向けては、デジタル技術の活用などが注目されており、サイバー空

間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合したシステムにより、経済発展と社会

的課題の解決を両立する「Sociey5.0」の実現に向けてあらゆる分野における DX化（デジタルトラ

ンスフォーメーション）が推進されている。 

⚫ 例えは産業分野では、人材不足等の課題を受け「スマート農業」や建設分野における「i-

Construction」など、ICT によって生産システムや生産効率を向上させる技術が推進されている。

また行政サービスの DX化によって市民の利便性向上や自治体の業務効率化も期待されている。 

⚫ また、国においては令和 4 年に、「デジタル田園都市国家構想」を掲げ、地方の活性化に向けて、

デジタル技術の活用によって地方の課題解決、魅力向上を目指し、「全国どこでも誰もが便利で快

適に暮らせる社会」の実現を推進している。 

（4）時代にあった教育の深化と教育環境の整備 
［キーワード］ 

GIGAスクール構想 / 令和の日本型学校教育 
 

 

 

 

令和の日本型学校教育の内容（文部科学省資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⚫ 我が国では、学校の ICT 環境について地域間で整備状況に格差があることや、ICT 利活用が世界か

ら後塵していることを受け、学校の ICT 環境整備を図ることで、学習活動の一層の充実を図る

「GIGAスクール構想」を推進している。 

⚫ 我が国が 2020年代を通じて実現を目指す学校教育の姿として、「令和の日本型学校教育」を掲げ、

「全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現」を目指してい

る。これを踏まえ、各学校において、教科等の特質や児童生徒の実情を踏まえながら、「個別最適

な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実し、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授

業改善につなげていくことを推進している。 
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（5）多様化・複雑化する福祉ニーズへの対応 
［キーワード］ 

地域共生社会/ 重層的支援  
 

家族の姿の変化（令和 5年度男女共同参画白書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重層的支援体制事業の概要（厚生労働省資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 高齢化に伴い、社会保障給付費が年々増加。今後も社会保障給付費の増加が見込まれている。 

⚫ 家族形態の変化等により、高齢世帯の孤立やヤングケアラー、ひとり親世帯の増加など、困難・生

きづらさの多様化・複雑化により人々が持つ様々なニーズへの対応が困難になっている。 

⚫ このことから、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」の関係を越えて、地域住民や

地域の多様な主体が参画し、助け合いながら暮らす「地域共生社会」の実現が求められている。 

⚫ 自治体や支援機関等においては、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支

援体制を構築するため相談者の属性や世代を問わず包括的に相談を受け止め、必要な支援を行う、

「包括的な相談支援」や、本人・世帯の状態に寄り添った参加支援、地域づくりに向けた支援など

を一体的に行う、重層的支援体制の整備が求められている。 

（6）カーボンニュートラルの実現に向けたまちづくりの推進 
［キーワード］ 

カーボンニュートラル/ グリーンインフラ / グリーン成長 / 脱炭素型のまちづくり  
 

カーボンニュートラルの考え方（環境省資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

グリーン成長の概要（林野庁資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
⚫ 我が国においては、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、「カーボンニュー

トラル」を目指すことを宣言した。 

⚫ 実現に向けては、住宅・建築物等の省エネ性能の向上、コンパクト・プラス・ネットワークやグリ

ーンインフラの整備等をはじめとした、「脱炭素型のまちづくり」などを推進している。 

⚫ また、カーボンニュートラルへの寄与も含め、林業の活性化や、森林資源の活用による「グリーン

成長」が推進されている。 

⚫ 2019 年（平成 31 年）には「森林環境税」及び「森林環境譲与税」が創設され、本税を活用した、

森林の公益的機能の維持が図られている。 
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（7）強靭で安全・快適な都市基盤の構築 
［キーワード］ 

国土強靭化 / 公共交通の「リ・デザイン」 / インフラ長寿命化（公共施設マネジメント） 
 

国土強靭化の考え方（内閣官房資料）      免許返納数の推移（国土交通省資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

インフラ施設の状況（令和 4年版国土交通白書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 地域の持続性に関するリスクや暮らし方・働き方の変化、世界における日本の立ち位置の変化を踏

受けて、我が国において、デジタルとリアルの融合やしなやかで強い国土づくり、自然と多彩な文

化を育む国土づくりなどの推進の方向性を示した「国土形成計画」の変更が令和 5年に示された。 

⚫ 我が国では、毎年のように地震、津波、風水害・土砂災害等の自然災害が激甚化・頻発化してお

り、ハード・ソフト一体となった防災・減災対策が重要である。 

⚫ 上記背景を踏まえ、災害に対する事前の備えとして、最悪の事態を念頭に置き、人命を最大限守っ

たうえで、被害の最小化、迅速な回復を図る、「国土強靭化」のまちづくりが求められている。 

⚫ 近年、高齢者の免許返納数が増加する中、人口減少に伴う地域公共交通の維持が困難となることが

懸念されることから、デジタル技術の活用等も含め、持続可能性や生産性の高い地域公共交通ネッ

トワークの「リ・デザイン」が重要となっている。 

⚫ 我が国では、高度経済成長期に集中的に整備されたインフラ施設の老朽化が課題となっており、国

民の安全・安心の確保や維持管理。更新に係るトータルコストの縮減・平準化が求められる。 

（8）効率的な行財政運営と市民協働の推進 
［キーワード］ 

持続可能な行財政運営 / 市民協働 / SDGs 
 

 

 

 

持続可能な開発目標（SDGｓ）（外務省資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
⚫ 自主財源が乏しい地方自治体では、極めて厳しい財政状況が続くことが予想され、地方の財政的自

立が重要となっており、効率的・効果的で持続可能な行財政運営が求められる。 

⚫ 上記の状況の中、複雑化・多様化する地域課題に対応していくためには、市民・行政等との「協

働」のまちづくりが必要となっている。 

⚫ また、持続可能なまちづくりの実現に向けては、国連サミットにおいて示された「持続可能な開発

目標（SDGｓ）」の達成・推進に配慮した行政経営が必要となっている。 
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 2 江田島市の現状分析 
 

（1）人口動態・世帯構成 

① 人口・将来人口推計 

人口は令和 7年において 2万人を割り込む。また、少子高齢化は今後、より顕著となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

② 地区別人口推移 

各地区において人口減少が進行。特に江田島町において減少が顕著 

 

③ 人口動態 

社会減・自然減の状況。特に自然減が顕著 
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令和 7年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」の推計（平成 30年 3月公表） 

出典：国勢調査 

江田島市の地区別人口 

出典：国勢調査 
 

江田島市の人口増減の状況 

出典：住民基本台帳 ※各年 10月 1日現在 
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④ 自然動態・社会動態 

自然動態は、出生者数の減少がみられる。社会動態は社会減であるものの、転入者数の増加、転出者数の減少により、社会動態は改善傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑤ 世帯の状況 

世帯数は減少傾向。単身世帯の割合増加により、世帯人員も減少。また、高齢単身・夫婦世帯やひとり親などの世帯割合も増加。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

13494 13339 13,058 12,936 12,613 12,038
11,451

10,741
10,141

3.10
3.02

2.85

2.70

2.56
2.49

2.36
2.27

2.16

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

総世帯数 1世帯あたりの人員

総世帯

（世帯）
1世帯あたりの人員

（人）

133 147
108 123 126 109 71 90 87 73

-447
-485 -491

-453 -447

-504 -451 -427
-471

-438

-314 -338
-383

-330 -321

-395 -380
-337

-384 -365

-600

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年

出生 死亡 自然増減（人）

1670 1603 1688 1762
1492 1583 1498 1436 1318

1567

-1848 -1766 -1786 -1841 -1757 -1700 -1806
-1584 -1461

-1592

-178 -163 -98 -79
-265

-117
-308

-148 -143
-25

-2500

-2000

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

2000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年

転入 転出 社会増減（人）

2,317

2,301

2,234

2,173

2,025

1,800

1,605

高齢

単身世帯

2,004

2,195

2,194

2,121

2,091

1,927

1,682

高齢

夫婦世帯

1,631

1,424

1,384

1,324

1,368

1,338

1,178

その他の

単身世帯

730

855

1,161

1,362

1,518

1,700

1,771

その他の

夫婦世帯

1,775

2,071

2,364

2,787

3,198

3,509

3,847

夫婦と子

953

987

1,026

1,034

940

969

993

ひとり親と

子

145

203

282

342

407

394

401

夫婦と親

148

214

313

416

564

780

986

夫婦と

子と親

311

380

412

408

396

442

3,807

その他の

親族

54

44

35

18

16

15

14

非親族

4

1

1

不詳

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年

【10,072】

平成27年

【10,675】

平成22年

【11,406】

平成17年

【11,985】

平成12年

【12,523】

平成7年

【12,874】

平成2年

【12,997】

凡例

[世帯]

江田島市の出生・死亡者数 江田島市の転入・転出者数 

各資料出典：住民基本台帳 ※各年 10月 1日現在 
 

江田島市の総世帯数および 1世帯あたり人員 江田島市の一般世帯数の内訳 

各資料出典：国勢調査 
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（2）教育・文化 

① 学校の状況 

小中学校は児童・生徒数が減少。高校は生徒数が増加。柿浦小学校の統廃合により、小学校は令和元年に１校減少している。教員数は横ばいで推移。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 文化財 

市指定 23件、県指定 2件、国指定 2件。 

「海友舎」が令和 2年に国の有形文化財として登録された 

 

③ スポーツ振興・スポーツ施設 

月 1回以上運動している人の割合は県内でも少ない状況。 

スポーツ・レクリエーション施設の 4割以上が築 30年以上で更新時期を迎えている。 

 

  

7 7 7 7

6 6 6 6

4 4 4 4 4 4 4 4

1 1 1 1 1 1 1 1

837 827
804 785

727 720
696 684

456 436
403 388 386 390

354 342

74 68 77 73 92 98 111 112

0
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900
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8

9
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平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

小学校数 中学校数 高校数 児童数（小学校） 生徒数（中学校） 生徒数（高校）
(校） (人）

114 110 115 117
105 110

98 104

78 72 77 73 66
74 72 75

21 20 21 19 22 21 20 20

7.3 7.5
7.0

6.7
6.9

6.5

7.1

6.6

5.8
6.1

5.2 5.3

5.8

5.3

4.9 4.6

3.5 3.4
3.7

3.8
4.2

4.7

5.6 5.6

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

0

20

40

60

80

100

120

140

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

小学校教員数 中学校教員数 高校教員数

一人あたり児童数（小学校） 一人あたり生徒数（中学校） 一人あたり生徒数（高校）
(人）

築20～29年

8953.5㎡

（57.7%）

築30～39年

3343.2㎡

（21.6%)

築40～49年

117.0㎡

（0.8%）

築50年以上

3094.6㎡

（20.0%)

新耐震基準

12,414㎡

（80.0%）

旧耐震基準

3,095㎡

（20.0%)

江田島市の学校数及び児童・生徒数 江田島市の学校教員数 

各資料出典：江田島市オープンデータ 

江田島市内の文化財指定状況 

出典：江田島市教育委員会 
 

月 1回以上運動している人の割合 

市指定 種別 
文化

財数 

有形文化財 

建造物 1 

彫刻 4 

美術工芸 7 

書籍古文書 7 

民俗文化財 無形 1 

記念物 
史跡 1 

植物 2 

合計 23 

 

国指定 種別 文化財数 

有形文化財 建造物 ２ 

合計 2 

 

県指定 種別 文化財数 

記念物 天然記念物 2 

合計 2 

 

海友舎 
（国指定文化財） 

スポーツ・レクリエーション施設の旧耐震基準の割合 

スポーツ・レクリエーション施設の築年数 

旧耐震基準

（昭和 56年

以前に建築さ

れた施設）が

2割 

築 30年以

上の施設が 

4割 

以上 

出典：江田島市スポーツ推進計画 
 

出典：江田島市公共施設等総合管理計画から集計 
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（3）産業・観光 

① 産業 

産業人口はいずれの産業においても減少。年齢は「農業・鉱業・不動産業」で高齢化。「漁業」は比較的、20代・30代の若年層が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 耕地面積・遊休農地面積 

耕地面積は減少。遊休農地も多く存在。 

 

 

  

10代

1.6%

0.6%

1.6%

0.9%

1.9%

1.7%

2.5%

0.2%

0.2%

0.5%

0.3%

0.8%

5.9%

20代

2.6%

23.7%

8.8%

15.7%

6.1%

16.3%

5.1%

10.0%

12.7%

4.5%

6.9%

8.3%

7.9%

16.4%

8.6%

5.9%

6.7%

41.7%

14.7%

30代

5.3%

25.0%

18.8%

12.5%

16.6%

2.0%

26.5%

13.0%

13.4%

21.2%

9.1%

14.7%

9.8%

10.2%

15.4%

17.2%

15.8%

9.3%

24.3%

16.2%

40代

7.3%

25.0%

13.2%

20.7%

23.2%

32.7%

24.5%

22.2%

21.3%

15.3%

10.6%

31.0%

20.3%

18.1%

21.7%

23.1%

28.7%

17.5%

13.6%

35.3%

50代

6.3%

13.0%

40.0%

21.7%

20.9%

28.6%

22.4%

24.7%

18.1%

28.0%

16.7%

14.7%

18.8%

21.8%

28.3%

22.8%

29.7%

22.2%

9.8%

10.3%

60代

25.8%

50.0%

13.2%

50.0%

23.4%

14.5%

24.5%

10.2%

21.9%

21.8%

18.6%

30.3%

23.3%

20.3%

18.5%

14.7%

19.8%

17.3%

25.9%

6.6%

4.4%

70代

36.2%

13.6%

11.4%

7.0%

4.1%

10.5%

11.3%

1.7%

27.3%

9.5%

18.8%

18.1%

3.0%

8.0%

1.5%

15.4%

3.2%

8.8%

80代以上

16.5%

2.9%

10.0%

0.9%

0.6%

2.0%

1.8%

2.2%

0.8%

1.5%

1.3%

5.6%

0.2%

0.3%

0.5%

2.7%

4.4%

凡例

Ａ農 業

[492]

Ｂ林 業

[4]

Ｃ漁 業

[797]

Ｄ鉱業・採石業・砂利採取業

[10]

Ｅ建設業

[816]

Ｆ製造業

[1105]

Ｇ電気 ガス 熱供給 水道業

[49]

Ｈ情報通信業

[49]

Ｉ運輸業・郵便業

[571]

Ｊ卸売業・小売業

[1094]

Ｋ金融業・保険業

[118]

Ｌ不動産業・物品賃貸業

[66]

Ｍ学術研究、専門・技術サービス業

[116]

Ｎ宿泊業・飲食サービス業

[399]

Ｏ生活関連サービス業・娯楽業

[216]

Ｐ教育・学習支援業

[428]

Ｑ医療・福祉

[1471]

Ｒ複合サービス事業

[202]

Ｓサービス業（他に分類されないもの）

[599]

Ｔ公務（他に分類されるものを除く）

[1828]

Ｕ分類不能の産業

[68]

1,986

(13.7%)

1,437

(11.6%)

1,362

(11.9%)

1,293

(12.3%)

3,043

(20.9%) 2,548

(20.5%)
2,195

(19.2%)
1,931

(18.4%)

9,440

(64.9%)
8,292

(66.8%)
7,775

(68.2%)
7,206

(68.6%)

68

142
75

68

14,537

12,419
11,407

10,498

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

第1次産業 第2次産業 第3次産業 分類不能（人）

70 64 52 55 

556 549 496 492 

626 613 
548 547 

0

200

400

600

800

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

田耕地面積 畑耕地面積(ha）

産業人口の推移 年齢別産業人口（令和 2年） 

出典：国勢調査 

出典：国勢調査 ※［ ］は産業の全体数を示している。 

耕地面積の推移 

各資料出典：江田島市オープンデータ 

11,400

14,390 14,004 14,068

10,410

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

(千㎡）

遊休農地面積の推移 
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③ 農業等の状況 ④ 漁業の状況 

経営体数・産出額ともに減少。主力産業である果実についても減少傾向にある。 

オリーブは、平成 30年以降に生産量が大幅増加。 

 

漁獲量・漁業経営対数ともに減少傾向。 

主力産業である牡蠣の生産量は概ね横ばいで推移しており、県内の約 25.0％を占めている。 

 

 

⑤ 観光業の状況 

観光客数はコロナ以後も依然として低いものの、観光消費額は大幅増 

観光客はショッピングなどの都市観光のほか、「サイクリング」をはじめ、アウトドア目的の観光客が多い。 

 

  

728 730

307

540

745

1,328 1,396 1,200 1,679
1,971

6,185 6,562

6,526 6,933

7,789

0

2,000

4,000
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8,000

10,000

0
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平成30年令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

観光消費額

一人あたり観光消費額（江田島市）

一人あたり観光消費額（広島県）
（百万円） （円）

548 523 

256 
322 

378

0

200

400

600

平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

（千人）

7 9 12 13 

504
371 

265 
166 

511 

380 

277 

179 

0
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600

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

法人化している 法人化していない(経営体）

126 123 120 

91 88 
48

52
48

27
23

32
29 30

0
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0
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140

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

産出額 果実 花き（千万円）

1,400

1,500

3,400

2,244

5,144
5,173

9,774
8,229

8,866
6,863

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

（Kg）

107
97

106 107 107 114 106
117

107
96 103 104

27 24 26 26 26 28 26 28 26 22 26 22

25.0% 26.8% 25.2% 24.2% 24.3% 25.4% 25.8% 25.2% 25.8% 24.9% 26.4%

21.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

0
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平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

広 島 県 江 田 島 市 県内シェア
(千 ｔ）

8,836 8,611 9,078
7,672

6,893
7,751

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

(ｔ）

83 71 69 

274 
256 

204 

357 
327 

273 

0

100

200
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400

平成20年 平成23年 平成28年

海面養殖層 その他沿岸漁業層(経営体）

117(31.0%)

49(13.0%)

26(6.9%)

23(6.1%)

19(5.0%)

0 50 100 150

都市観光

サイクリング

公園・        施設

温泉

海水浴・潮干狩り・釣り

（千人）

農林業経営体数の推移 

農業産出額の推移 

オリーブ果実収穫量の推移 

※花きは令和元年以降、データ公表なし 

各資料出典：江田島市オープンデータ 

漁獲量の推移 漁業経営体数の推移 

出典：江田島市オープンデータ 出典：江田島市オープンデータ 

牡蠣の生産量及び県内シェアの推移 

出典：江田島市オープンデータ 

観光客数の推移 

各資料出典：広島県観光客の動向 

令和 4年における観光目的別観光客数（上位 5位） 

観光消費額および一人あたり観光消費額の推移 
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⑥ 製造業の状況 ⑦ 商業の状況 

事業所数は減少傾向にあるものの、従業者数は令和３年で回復傾向。 

出荷額は令和 3年において大きく増加。 

 

商店数数、従業者数ともに減少している。 

販売額は平成 26年で回復したものの、平成 28年以降は再度減少。 

 

r  

  

製造業の事業者数、従業者数、製造品出荷額の推移 商業の商店数、従業者数、年間商品販売額の推移 

出典：経済センサス活動調査（平成 28年～令和 3年） 

 ※令和３年の製造品出荷額は令和４年調査公表であり、まだ公表されていない。 

出典：江田島市オープンデータ（平成 14年～平成 26年） 

経済センサス活動調査（平成 28年、令和 3年） 
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（4）福祉・保健（子育て） 

① 平均寿命・健康寿命 

平均寿命は向上しているものの、県内の他自治体と比較しても低い水準。 

健康寿命についても、国平均、県平均よりも低い水準 

 

 

 

② 病院数・医師数 

病院数は 28～31施設で推移。病床数は令和 2年度以降、減少傾向にある。 

医師数は平成 26年以降減少傾向にある。 

 

 
③ 要介護・要支援認定者 

要介護・要支援者は令和 3年以降、 

微増傾向。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 障害者（児）の状況 
身体障害者手帳および療育手帳保持者は減少。 

精神障害者手帳保持者は増加。 
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平均寿命の推移（男性） 平均寿命の推移（女性） 

各資料出典：第 4次健康江田島 21計画 

健康寿命の推移（男性） 健康寿命の推移（女性） 

各資料出典：第 4次健康江田島 21計画 

病院数および病床数の推移 医師数の推移 

江田島市 61,805 円 

同規模保険者 70,843 円 

広島県 59,708 円 

国 60,025 円 

 

要介護・要支援認定者数および一人あたり 

給付費の推移 

一人あたり給付費の比較（令和 5年） 

出典：江田島市オープンデータ 

障害者手帳保持者数の推移 

出典：江田島市オープンデータ 

出典：江田島市保健医療課 
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⑤ 認定こども園の状況 
令和 2年以降は認定こども園数、園児数、保育士数ともに横ばいとなっている。 

 

⑥ 学童保育の状況 
登録児童数は令和 2年度から増加し続けている。 

 

 

⑦ 乳児健康診査の受診状況 
受診率は概ね横ばい傾向にある。5歳児健診相談は減少している。 
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（5）生活・環境 

① ごみ処理量 
ごみの量は減少傾向 

 

② 二酸化炭素排出量 
市の温室効果ガス（CO₂）排出量は削減傾向にあるが、より削減が必要な状況となっている。 

 

 

③ 男女共同参画・ワークライフバランス 
女性の就業率の向上や、結婚・出産に関わらず仕事を続ける女性の働き方が望まれる一方、事業者のワークライフバランスの取組・周知状況が活発ではない状況 
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出典：江田島市オープンデータ 

部門・分野別の温室効果ガス（CO₂）排出量の推移 目標設定施設温室効果ガス総排出量推移（t-CO₂） 

出典：第 2次地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 出典：第 2次江田島市環境基本計画 

【参考】第3次地球温暖化対策実行計画（市役所の取組） 

  目標：［H26］7615t-CO₂→［R7］5194t-CO₂に削減 

江田島市の年齢別就業率（令和 2年） 望ましい女性の働き方の意向（令和 4年） 事業者のワークライフバランスの取組状況（令和 4年） 

出典：江田島市第 2次男女共同参画基本計画 出典：江田島市第 2次男女共同参画基本計画 出典：江田島市第 2次男女共同参画基本計画 
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（6）安全・安心 

① 事故・事件等の発生件数 
火災や交通事故の発生件数は減少しているものの、救急出場件数は増加。事件件数は令和 2年から増加傾向。 

 

② 災害等の状況 
大雨による被害が頻発化している。南海トラフ地震の発生によって、甚大な人命・家屋への被害が予測されている。 
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事件発生件数の推移 

各資料出典：江田島市オープンデータ 出典：江田島市オープンデータ 

出典：江田島市国土強靭化地域計画 出典：広島県地震被害想定調査報告書及び江田島市地域防災計画 

風水害等におけるこれまでの江田島市の被害 地震被害想定 
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地震 

プレート 活断層 

南海トラフ 
安芸灘～ 
伊予灘～ 
豊後水道 

安芸灘断層群 

広島港～ 
岩国沖断層帯 

安芸灘断層群 
（主部） 

地震発生確率 

（30 年以内） 
70～80% 40% 不明 0.1～10％ 

震度 ５弱～6 弱 ５弱～6 弱 5 強～6 強 4 以下～6 弱 

マグニチュード 8～9 クラス 6.7～7.4 7.4 程度 7.0 程度 

津波 
最大津波到達 251 分後 164 分 18 分 149 分 

津 波 の 高 さ 1.9m 0.6m 1.0m 0.4m 

死者 
（うち津波死者） 

285 人 
（284 人） 

48 人 
（39 人） 

65 人 
（33 人） 

3 人 
（2 人） 

負傷者 
（うち津波負傷者） 

425 人 
（265 人） 

425 人 
（31 人） 

765 人 
（78 人） 

78 人 
（3 人） 

全壊棟数 1,390 棟 398 棟 725 棟 166 棟 

半壊棟数 5,716 棟 2,850 棟 3,742 棟 688 棟 

 
主な地震被害：南海地震（昭和 21年）/鳥取県西部地震（平成 12年）/芸予地震（平成 13年） 
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（7）基盤 

① 交通 
路線バスや乗合タクシーの利用者数はコロナ禍の時期を除き、横ばいで推移。江田島北部などは、乗合タクシーがカバーをしている状況。 

これらの公共交通の維持に向けて、更なる利用者数の増を目指す必要がある。 
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② 空家の状況 
住宅総数は増加傾向。空家は用途が定められていない「その他の住宅」が増加している。 

空き家バンクの登録件数および成約件数は伸びており、空き家活用が活性化している。 

 

 

③ 下水道の普及状況 
下水道人口普及率は 

61.9％となっている 

 

④ 公共施設の状況 
今後 40年間における公共施設整備費は年平均 39.8億円と推計。 

近年の投資的経費と比較し、年平均 14.63億円不足。 
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住宅総数および空家数の推移 空家の内訳（平成 30年） 空き家バンクの状況 

県平均は 15.1％であり、空家は多い。 

出典：江田島市オープンデータ 

下水道人口及び普及率 

出典：江田島市オープンデータ 

   広島県の下水道 2022 

（数値は公共下水道のみ） 
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出典：江田島市公共施設等総合管理計画 

※本統計による空き家は以下ように定義している。 

二次的住宅：保養等を目的に普段人が住んでいない住宅 

賃貸用の住宅：賃貸のために空き家となっている住宅 

売却用の住宅：売却目的で空き家になっている住宅 

その他の住宅：上記以外の利用用途が定められていない住宅 
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（8）地域・行財政 

① まちづくりの組織や意識の状況 
避難行動要支援者が増加する中で、地域の自主防災など、地域での支え合いがより重要となる。 

協働に対する市民の重要意識は横ばい。地域活動支援や市民協働の満足度は高まりつつある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※そのほか、まちづくり協議会が 22地域で設立されている。 

② 財政指標 
財政力指数が低い状況にある。また、財政構造の硬直化が進行している。 

将来負担や借入金の返済等については健全な状況にある。 
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出典：第 3次江田島市地域福祉計画 

まちづくりに関する重要度・満足度（令和 4年度） 

重要度 満足度 

財政力指数（江田島市：0.30） 

地方公共団体の財政力を示す指数。基準財政

収入額を基準財政需要額で除して得た数。高い

ほど、財源に余裕がある。 

類似団体順位：97/132 

全国平均 0.50 広島県平均 0.53 

経常収支比率（江田島市：91.2％） 

人件費、扶助費、公債費等の経常的経費に、

地方税、地方交付税、地方譲与税等の経常的収

入がどの程度充当されているかを示した数値。

比率が高いほど財政構造が硬直化し、新たな政

策に向けうる財源に乏しい状況にある。70％～

80％が望ましいとされる。 

類似団体順位：99/132 

全国平均 88.9 広島県平均 90.8 

将来負担比率（江田島市：11.7％） 

一般会計等の地方債や将来支払っていく可能

性のある負担（土地開発公社などの負債や職員

の退職金等）の標準財政規模に対する割合。高

いほど、将来、財政を圧迫する可能性が高い。

350％以上で自治体の早期健全化が求められ

る。 

類似団体順位：49/132 

全国平均 15.4 広島県平均 76.1 

実質公債比率（江田島市：7.0％） 

借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる

額の程度を示した数値。数値が大きいほど、返

済の資金繰りが厳しいことを表す。25％以上だ

と、自治体の早期健全化が求められる。 

類似団体順位：30/132 

全国平均 5.5 広島県平均 8.0 

出典：江田島市データベース 
出典：財政状況資料集 

江田島市の財政状況の各種指標（令和 3年度） 
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（9）市民の施策重要度・満足度 

① 重要度 
「安全・安心」に関する重要度が特に高まっている。 

「地域」に関する事項は重要度が他と比較して低い状況にある。 

 

 

 

 

② 満足度 
「教育・文化」に関する満足度が高い。 

「産業・観光」に関する満足度は低いものの、満足度は向上してきている。 

 

 

  

分野別の施策重要度の経年変化 

出典：江田島市データベース 

分野別の施策満足度の経年変化 
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 3 社会潮流や現状等から考察する江田島市の特長 
 

空き家の活用が、移住の受け皿に！ 

“ほどほどな田舎暮らし”のニーズは高い！ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地方への移住ニーズが全国的に高まる中で、江田島市の移住者数

は増加傾向にある。 

 特に、空き家の活用は急増。移住拠点施設の整備のほか、2021年

における移住・定住ポータルサイト（hodohodo）の立ち上げ、移住

相談窓口の充実等により、こうした空き家が、移住者の受け皿とし

て機能している状況。江田島市の風土・環境や「ほどほどな田舎暮

らし」が移住の場として注目されつつある。 

観光消費額が拡大！市の気候や特性を活かした 

コンテンツ等の充実により観光は活性化！ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 江田島市の観光客数は、コロナ禍以前の水準まで回復していないに

も関わらず、観光消費額はコロナ禍以前よりも拡大している。 

 江田島市では、豊かな自然・気候等を活かしたアクティビティ等の

充実のほか、空き家を活用した魅力的な店舗、民宿施設、観光拠点な

どの整備、ホテル建設やグランピング施設のオープンなど、市の特性

を活かした観光コンテンツが増加しつつあり、観光客の消費単価が向

上している。 

オリーブ、牡蠣などの 

産業資源が存在！ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 牡蠣の生産量においては、広島県内において例年約 20～

25％を占めており、全国でも約 15％程度を占めるなど、市

が誇るべき産業となっている。 

 また、農業従事者の高齢化や担い手不足の中、農業振興策

の１つとしてオリーブの生産を市として推進しており、生産

量は増加傾向にある。 

 

IT企業が進出！ 

官民が連携した ICT教育も盛んに！ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 近年、我が国において、あらゆる分野での DX、デジタル技術の活

用による、地域づくりが求められているが、江田島市では、近年 IT

系企業の進出・サテライトオフィス開業などがみられている。 

 また、こうした企業による学生へのプログラミング教室等、CSR

として企業と市との連携による ICT 教育が推進されているなど、新

たな交流・効果が生まれている。 

学校や保育園、医療、交通等 

生活機能がある程度揃った都市基盤！ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小学校６校、中学校 4校、高校 1校のほか、保育園数は５園、医療施

設は 29 施設、うち病院が 4 施設。診療所については 14 施設ある。ま

た、交通においては、バス交通のほか、バス交通でカバーできない範

囲において、乗合タクシーが運行されている。買い物、飲食店等も含

め、ある程度、生活基盤が整っている状況にある。 
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 4 分析結果の総括（現状・課題等のまとめ） 
 

［人口・全般］あらゆる世帯・ライフスタイルを受け入れる環境 

づくりが必要 
 

⚫ 我が国において、近年「二地域居住」の考え方が注目されている。 

⚫ 人口減少社会において、社会のあらゆる場面において DX化が推進されることが予測される。 

⚫ 少子高齢化が進行、今後、より顕著となる。 

⚫ 自然動態は出生者数の減少が顕著。 

⚫ 社会動態は転入者数の増加、転出者数の減少により、改善傾向にある。 

⚫ 世帯数・世帯人員は減少。高齢単身・夫婦世帯やひとり親などの世帯も増加。多様化。 

［教育・文化］充実した教育や文化・スポーツに親しめる環境整備 

が必要 
 

⚫ 我が国において、実践と ICTとの最適な組み合わせなどによる教育の充実等が推進されている。 

⚫ 小中学校は児童・生徒数が減少。市内高校の生徒数は増加。 

⚫ 市指定 23件、県指定 2件、国指定 2件。「海友舎」が令和 2年に国の有形文化財として登録。 

⚫ 月 1回以上運動している人の割合は県内でも少ない状況。 

⚫ スポーツ・レクリエーション施設の 4割以上が築 30年以上で更新時期を迎えている。 

 

 

［産業・観光］産業人材減少や高齢化に対応した産業対策が必要 

           市の観光資源活用による更なる観光消費拡大が必要 
 

⚫ 我が国では近年、ICTによって生産システムや生産効率を向上させる技術が推進されている。 

⚫ 産業人口は減少。また、農業や漁業等は販売額等が減少。商業は販売額増加。 

⚫ 農業や鉱業をはじめ、一部の産業においては、従業員の高齢化が進行し、深刻な人手不足。 

⚫ 上記影響により、遊休農地も数多く存在。 

⚫ 観光業はコロナ禍以降においても、観光客数が回復していないものの、観光消費額は増加。 

 

［福祉・保健］健康づくりの推進や、高齢化、要介護・要支援認定
者の増加、子育てニーズ等を踏まえた福祉環境づく
りが必要 

⚫ 我が国では、属性や世代を問わず包括的に相談を受け止め、必要な支援を行う包括的相談支援体制

（重層的支援体制）整備が求められている。 

⚫ 平均寿命、健康寿命ともに、県内において低水準。 

⚫ 病院数は横ばい傾向。医師数は微減傾向。 

⚫ 要介護・要支援認定者は令和 3年以降、微増傾向。 

⚫ 身体障害者手帳および療育手帳保持者は減少。精神障害者手帳保持者は増加。 

⚫ 令和 2年以降は認定こども園数、園児数、保育士数ともに横ばい。 

⚫ 学童保育の登録者数は増加。 

⚫ 乳幼児健診の受診率は概ね横ばい。 

 

 

［生活・環境］カーボンニュートラルに向けたまちづくりのほか、 

           誰もが働きやすい環境づくりが必要。 
 

⚫ 我が国では、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体でゼロにする「カーボンニュートラル」を

推進。 

⚫ 我が国で、グリーン成長が推進されている。自然と生活・経済活動等との調和が求められる 

⚫ ごみの量は減少傾向。 

⚫ 江田島市の温室効果ガスは近年削減されてきているものの、更なる削減が必要な状況。 

⚫ 全ての人が希望に応じて家庭でも仕事でも活躍できる「令和モデル」の実現が推進されている。 

⚫ 市の女性就業率は向上。結婚・出産に関わらず仕事を続ける女性の働き方が望まれている。 

⚫ 上記の一方、市事業者のワークライフバランスの取組・周知状況が活発ではない状況。 

［安全・安心］救急医療や大災害への備え、防犯対策等を充実し、 

           安全・安心に暮らせる地域づくりが必要 
 

⚫ 我が国では、災害に対する事前の備えとして、最悪の事態を念頭に置き、人命を最大限守ったうえ

で、被害の最小化、迅速な回復を図る、「国土強靭化」のまちづくりが求められている。 

⚫ 「安心・安全」に関する市民の重要度が高まっている。 

⚫ 火災や交通事故の発生件数は減少。救急出場件数は増加。事件件数も増加傾向。 

⚫ 大雨による被害が頻発化。南海トラフ地震発生により、甚大な人命・家屋への被害が予測される。 
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［基盤］効率的・効果的な都市基盤整備のあり方を検討し、 

利便性の高い公共サービスを維持していくことが必要。 
 

⚫ 我が国において免許返納者が増加。公共交通の重要性は高まっている。 

⚫ 我が国では、デジタル技術の活用等も含め、持続可能性や生産性の高い地域公共交通ネットワーク

の「リ・デザイン」が重要視されている。 

⚫ 路線バスや乗合タクシーの利用者数はコロナ禍の時期を除き、横ばいで推移。 

⚫ 江田島北部などは、乗合タクシーが交通をカバーしている状況。 

⚫ 空き家バンクの活用等が好調となっているものの、利用用途のない空家が増加。 

⚫ 我が国では、高度経済成長期に集中的に整備されたインフラ施設の老朽化が課題 

⚫ 今後 40年間における公共施設整備費は近年の投資的経費と比較し、大きく増大する見込み。 

［地域・行財政］人口維持・移住促進のほか、効率的・効果的な行

財政運営により、地域のコミュニティ維持や持続

可能な自治体運営の実現が必要 
⚫ 少子高齢化の進展により、避難行動要支援者が増加する中で、地域の自主防災など、地域での支え

合いが重要となる。 

⚫ 協働に対する市民の重要意識は横ばい。地域活動支援や市民協働の満足度は高まりつつある。 

⚫ 財政力指数が低い状況にある。また、財政構造の硬直化が進行している。 

 

 


